
令和６年度決算概要説明資料

新潟県企業局



企業局

　

１　損益計算書
                            (令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで) (単位：千円)

備　　　　　　　　考
【】内は対前年度比増減率

11,570,097 水力発電所電力料収入
【+2.5%】

1,047,996 (1)＋（2）+(3)=営業収益
太陽光発電所電力料収入
【△12.5%】

863,703 13,481,796 容量確保契約金額、発電所等使用料等

4,039,669 減価償却費、修繕費、固定資産除却費等

50,464 胎内第一、第二、第三及び第四発電所間の送電
線管理費用等

537,034 (1)+(2)+(3)+(4)=営業費用 本局人件費等

736,664 5,363,831 営業収益-営業費用 太陽光発電所維持管理費

　　　　 　 　   =営業利益

営 業 利 益 8,117,965 【+7.6%】

26,863 26,863 預金利息、有価証券利息等

22,569 風倉発電所管理受託金

83,561
(1)+(2)＋(3)=
事業外収益 補助金等の減価償却見合い分

45,261 151,391 機械損害共済共済金等

111,980 111,980 企業債利息

22,569
(1)+(2)=
事業外費用 風倉発電所管理受託費

15,845 38,414 27,860 過年度支出等

営業利益+(A)=経常利益

経 常 利 益 8,145,825 【+6.9%】

3,058 3,058 猿田発電所の被災による撤去部品の売却益

特別利益-特別損失＝(B)

85,808 85,808 △ 82,750 猿田発電所の被災による修繕費等

経常利益+(B)=当年度純利益

当 年 度 純 利 益 8,063,075 【+10.2%】

前年度繰越利益剰余金 75

633,316 積立金取崩

8,696,466

Ⅰ　令和６年度電気事業会計決算概要

【概　況】
  令和６年度は営業収益13,481,796千円に対し、営業費用5,363,831千円であり、営業利益は8,117,965千円となった。
　また、事業外収益等により経常利益は8,145,825千円となり、特別利益、特別損失（令和4年8月豪雨災害復旧費）を計
上した結果、純利益は8,063,075千円となった。

科　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

１  営  業  収  益

 (1) 電 力 料

 (2) 太 陽 光 発 電 電 力 料

 (3) 営 業 雑 収 益

２  営  業  費  用

 (1) 水 力 発 電 費

 (2) 送 電 費

 (3) 一 般 管 理 費

 (4) 太 陽 光 発 電 費

３  財  務  収  益

 (1) 受 入 利 息

４  事 業 外 収 益

 (1) 受 託 金

 (2) 長 期 前 受 金 戻 入

 (3) 雑 収 益

５  財  務  費  用

 (1) 支 払 利 息

６  事 業 外 費 用
(財務収益+事業外収益)-
 (財務費用+事業外費用)=(A) (1) 受 託 費

 (2) 雑 支 出

　

７  特  別  利  益

 (1) 固 定 資 産 売 却 益

当年度未処分利益剰余金

８  特  別  損　失

 (1) 災 害 に よ る 損 失

その他未処分利益剰余金変動額
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    ２　電力料収入の状況

(1) 水力発電所

令和6年度 令和5年度 増減額

(A) (B) (A)－(B) (A)/(B)

134,000 134,000 0 100.0%

393,628,000 354,011,000 39,617,000 111.2%

393,012,588 388,808,962 4,203,626 101.1%

99.8 109.8 △10.0 　　　－

11,570,097 11,289,796 280,301 102.5%

　

(2) 太陽光発電所

令和6年度 令和5年度 増減額

(A) (B) (A)－(B) (A)/(B)

20,989 20,989 0 100.0%

27,804,042 27,804,042 0 100.0%

26,934,762 30,784,992 △3,850,230 87.5%

96.9 110.7 △13.8 －

1,047,996 1,197,949 △149,953 87.5%

【説明】

内　　　容

 最 大 出 力（kW）  

 予定電力量（kWh）

 供給電力量（kWh）

 達 　成 　率（％）　※1

 料 金 単 価

三面など
9発電所 29.60円/kWh 29.60円/kWh －

広神発電所 22.55円/kWh 22.55円/kWh －

－

－

胎内第四発電所 23.54円/kWh 23.54円/kWh － －

田川内発電所 24.00円/kWh 24.00円/kWh － －

 料 金 収 入（千円） ※2

※1　「達成率」とは、供給した電力量の多さを表す指標で、予定電力量に対する供給電力量の比率である。
※2　発電側課金相当額の転嫁分を含む。

内　　　容

 最 大 出 力（kW）

 想定電力量（kWh）

 供給電力量（kWh）

 達 　成 　率（％）　※1

 料 金 単 価

新潟東部
1号系列 30.64円/kWh 30.64円/kWh

北新潟 36円/kWh 36円/kWh

－ －

新潟東部
2号系列
3号系列

40円/kWh 40円/kWh － －

令和６年度の発電について、水力発電所は、融雪期、秋期には出水に恵まれなかったものの、夏
期、冬期にまとまった出水があり達成率は99.8％となった。太陽光発電所は、６月の北新潟のケー
ブル盗難、７、12月の日射量が平年に比べ少なかったこと、出力制御回数が前年度と比べ増えてい
ることなどにより、達成率は96.9%となった。

－ －

 料 金 収 入（千円）

※1　「達成率」とは、供給した電力量の多さを表す指標で、想定電力量に対する供給電力量の比率である。
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３　貸借対照表

(単位：千円)

備　　　　　　　　　考

(1)

イ 水 力 発 電 設 備 67,144,442
水力発電所及び発電管理所の発
電設備等

減 価 償 却 累 計 額 37,237,252 29,907,190

ロ 送 電 設 備 1,089,099
胎内第一、第二、第三及び第四
発電所間の送電線設備

減 価 償 却 累 計 額 216,330 872,769

ハ業 務 設 備 401,320 本局庁舎利用権等

減 価 償 却 累 計 額 116,727 284,593

ニ 太 陽 光 発 電 設 備 8,592,590
新潟東部太陽光発電所及び北新
潟太陽光発電所の発電設備等

減 価 償 却 累 計 額 4,407,586 4,185,004

電気事業固定資産合計 35,249,556

(2)

イ 建 設 仮 勘 定 6,451,428
胎内第一発電所大規模改良事業
等への投資

固定資産仮勘定合計 6,451,428

(3)

イ 投 資 有 価 証 券 490,607 満期保有目的債券

ロ そ の 他 投 資 11,889
太陽光発電所廃棄等費用外部積
立等

投資その他の資産合計 502,496

固 定 資 産 合 計 42,203,480

(1) 15,513,360

(2) 1,818,669 ３月分の電力料収入等

(3) 7,785,387 工業用地造成事業会計への貸付

(4) 593,770 工事費等前払金

流 動 資 産 合 計 25,711,186

資 産 合 計 67,914,666

(令和7年3月31日)

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　額

資  産  の  部

 1  固　定　資　産

電 気 事 業 固 定 資 産

固 定 資 産 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産

 2  流  動  資  産

現 金 預 金

未 収 金

短 期 貸 付 金

前 払 金
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備　　　　　　　　　考

(1) 11,621,143 1年以内の償還分を除く

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 742,267
今後の退職給与支給に備えるた
めの引当金

ロ 特 別 修 繕 引 当 金 414,731
将来実施する特別の大修繕に備
えるための引当金

(3) 79,505 契約保証金等の預り金

固 定 負 債 合 計 12,857,646

(1) 1,534,150 1年以内の償還分

(2) 1,667,638
高田発電所土木改修工事、発電
管理センター他監視制御装置更
新工事等

(3)

イ 賞 与 引 当 金 60,638

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 11,952

ハ修 繕 引 当 金 61,003
次年度発生する修繕費（繰越工
事）を引当

ニ 特 別 修 繕 引 当 金 245,000
１年以内に発生する特別の大修
繕にかかる費用分

(4) 1,589,523
預り金（水力発電所電力売却契
約等）

流 動 負 債 合 計 5,169,904

(1) 4,357,886 建設事業等に係る補助金等

2,169,342

繰 延 収 益 合 計 2,188,544

負 債 合 計 20,216,094

30,272,360
減債積立金、建設改良積立金、
経営安定資金積立金の自己資本
金組入額

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,800 譲受物品（絵画・工芸品）

ロ 国 庫 補 助 金 1,319
発電所建設のために受けた補助
金

ハそ の 他 資 本 剰 余 金 14,606

資 本 剰 余 金 合 計 18,725

(2)

イ 地 域 振 興 積 立 金 6,449,545
電気事業の利益を県民に還元す
るための積立金

ロ 経営安定資金積立金 2,261,476
電気事業の安定経営に資するた
めの積立金

ハ
当 年 度 未 処 分 利 益
剰 余 金 8,696,466

利 益 剰 余 金 合 計 17,407,487
剰 余 金 合 計 17,426,212
資 本 合 計 47,698,572

負 債 ・ 資 本 合 計 67,914,666

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　　　　　額

負  債  の  部

 3  固　定  負  債

企 業 債

引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

 4  流  動  負  債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

次年度支給賞与及び法定福利費
のうち当年度負担分を引当

そ の 他 流 動 負 債

 5  繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

資  本  の  部

 6  資    本    金

 7  剰    余    金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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企業局

１　損益計算書
(単位：千円)

1,412,675
10,631 1,423,306

1,141,163
465,867
18,002
10,237

130,868 1,766,137 営業収益-営業費用

営　業　損　失

6,747
38,675

199,932 補助金等の減価償却見合い分

18,701 264,055

22,532
1,527 24,059

経　常　損　失

359,533 359,533

405,675
4,050
4,369 414,094

2,700,799

357,648 積立金取崩

(注)

特別利益-特別損失 (2) 過 年 度 損 益 修 正 損

Ⅱ　令和６年度工業用水道事業会計決算概要

【概　　況】

　令和６年度は営業収益1,423,306千円に対し、営業費用は1,766,137千円であり、営業損失は342,831千円となり、長期前受金
戻入等の営業外収益があったものの経常損失は102,835千円となった。また、特別損失(減損損失等)を計上した結果、純損失
は157,396千円となった。

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)

科                      目 金                                               額 備　　　　　　　　　考

【】内は前年度比増減率

１  営  業  収  益
 水道料金
【+0.5％】 (1) 給 水 収 益 (1)+(2)=営業収益

 (2) 受 託 収 益  共同施設等維持管理費負担金

２  営  業  費  用

 (1) 新 潟 水 道 費

 (2) 上 越 水 道 費 　　　修繕費、委託費、減価償却費等

 (3) 栃 尾 水 道 費 (1)+(2)+(3)+(4)+(5)=営業費用

 (4) 阿賀野川農業水利事業分担金

 (5) 総 係 費  本局人件費等

　　　　　　　　　=営業損失

342,831 【△194.3％】 営業損失の増

３  営  業  外  収  益

 (1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 預金利息等

 (2) 他 会 計 繰 入 金

 (3) 長 期 前 受 金 戻 入 (1)+(2)+(3)+(4)=営業外収益

 (4) 雑 収 益 土地貸付料、賠償金等

４  営  業  外  費  用

 (1) 支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 (1)+(2)=営業外費用 営業外収益-営業外費用 企業債利息

 (2) 雑 支 出 239,996 消費税調整額等

営業損失+
(営業外収益-営業外費用）

　　　　　　　=経常損失

102,835 【前年度は97,627千円の利益】

５  特  別  利  益
 (1) そ の 他 特 別 利 益 減損分長期前受金戻入等

６  特  別  損  失
 (1) 減 損 損 失 栃尾工業用水道事業

 (3) そ の 他 特 別 損 失 △　54,561 除却損

(1)+(2)+(3)=特別損失

経常損失+
　　（特別利益-特別損失）
　　　　　　＝当年度純損失

当 年 度 純 損 失 157,396 【前年度は27,235千円の利益】

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金 2,901,051

　雑収益のうち167千円は、東京電力ホールディングス株式会社からの賠償金（令和５年度等に支出した福島第一原子力
発電所の事故に起因する放射性物質を含んだ汚泥処理に係る検査費用等に対するもの）である。
なお、令和６年度支出分についても、経費を積算の上、今後請求する予定である。
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 ２　工業用水の給水状況等

契約率 年間給水収益

B/A（%） （千円）

56.5 92 1,412,675

56.2 91 1,405,761

0.3 1 6,914

年度
給水能力 基本使用水量

給水先数
年間総給水量

A（㎥/日） B（㎥/日） （㎥）

６年度(ア) 272,300 153,736 48,124,980

５年度(イ) 272,300 153,156 48,182,683

(ア)－(イ) 0 580 △ 57,703

 給水収益　　1,412,675千円（対前年度　+6,914千円）

○使用料区分別

・基本水道料金　　　1,360,672千円（対前年度　 ＋6,104千円）

・特定水量　　　　　   72,367千円（対前年度　 ＋1,589千円）

・超過水量　　　　　　  4,509千円（対前年度　 △1,075千円）

・休止減免　　 　　  △24,873千円（対前年度　 ＋297千円）　 ※ 料金控除分なので△表記

○給水区域別

・上越　　　　　　　　511,850千円（対前年度   △3,378千円）

・新潟臨海　　　　　　900,825千円（対前年度   ＋12,353千円）

・栃尾　　　　　　　        0千円（対前年度　 △2,060千円）
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３　貸借対照表
(単位：千円)

備　　　　　　　　　考

(1)

イ 上 越 水 道 設 備 7,494,573 取水、浄水及び配水設備等

減 価 償 却 累 計 額 5,477,214 2,017,359

ロ 新 潟 臨 海 水 道 設備 24,610,794 取水、浄水及び配水設備等

減 価 償 却 累 計 額 13,952,171 10,658,623

ハ 栃 尾 水 道 設 備 1,067,654 取水及び配水設備等

減 価 償 却 累 計 額 1,067,072 582

ニ 建 設 仮 勘 定 992,539 新潟臨海工水改築事業等

有形固定資産合計 13,669,103

(2)

イ 上 越 水 道 設 備 506 ソフトウェア等

ロ 新 潟 臨 海 水 道 設備 803 電話加入権

無形固定資産合計 1,309

(3)

イ 未 収 金 74,868 破産更生債権等

貸 倒 引 当 金 74,868 0 破産更生債権等と同額

ロ そ の 他 投 資 37 公用車リサイクル料

投資その他の資産合計 37

固 定 資 産 合 計 13,670,449

(1) 4,822,779

(2) 161,419 3月分未収水道料金等

(3) 5,497 期末未使用薬品

(4) 121,144 工事費前払金

(5) 171,000 東港臨海用地造成事業会計への貸付

流 動 資 産 合 計 5,281,839

資 産 合 計 18,952,288

(令和７年３月３１日)

科                      目 金                                               額

資  産  の  部

1  固  定  資  産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

2  流    動    資    産

現 金 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

短 期 貸 付 金
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備　　　　　　　　　考

(1) 2,320,580 1年以内の償還分を除く

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 218,997
今後の退職給与支給に備えるため
の引当金

(3) 1,035 出納取扱金融機関担保等

固 定 負 債 合 計 2,540,612

(1) 146,731 1年以内の償還分

(2) 146,304 修繕工事等に係る未払金

(3) 1,236 共同施設工事負担金等

(4)

イ 賞 与 引 当 金 22,073

ロ 法 定 福 利 費 引 当金 4,350

ハ 修 繕 引 当 金 203,343
次年度発生する修繕費（繰越工事）
を引当

(5) 744 預り金（源泉徴収税等）

流 動 負 債 合 計 524,781

(1) 11,651,383 建設事業等に係る補助金等

7,549,667

繰 延 収 益 合 計 4,101,716

負 債 合 計 7,167,109

8,668,323
減債積立金等の自己資本金組入、
一般会計出資金

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 12,271
工水ユーザーからの配水設備無償
譲受等

ロ 寄 付 金 2

ハ 国 庫 補 助 金 137,124 建設事業等に係る補助金

二 工 事 負 担 金 17,024
建設事業等に係る工水ユーザーの
負担金

ホ そ の 他 資 本 剰 余 金 39,039
栃尾工水建設負担金、配水管移設
に係る補償金等

資 本 剰 余 金 合 計 205,460

(2)

イ 減 債 積 立 金 10,345 企業債償還のための積立金

ロ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 2,901,051

利 益 剰 余 金 合 計 2,911,396

剰 余 金 合 計 3,116,856

資 本 合 計 11,785,179

負 債 ・ 資 本 合 計 18,952,288

前 受 金

科                      目 金                                               額

負  債  の  部

3  固  定  負  債

企 業 債

次年度支給賞与及び法定福利費の
うち当年度負担分を引当

そ の 他 流 動 負 債

5 繰  延  収  益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

4  流  動  負  債

企 業 債

未 払 金

資  本  の  部

6  資    本    金

7  剰    余    金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

引 当 金
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企業局

１　損益計算書
(単位：千円)

490,554  南部1.4ha、東部2.2ha、中部0.7ha

(1)+(2)=営業収益 【△50.3％】

111,511 602,065  土地賃貸料収入

424,812  用地費、造成工事費等

135,852  人件費、団地管理委託費等

(1)+(2)+(3)=営業費用

3,538 564,202  展示会出展料等

営業収益-営業費用
　　　　　　　　　=営業利益

営 業 利 益 37,863 【△25.3％】

1,295  預金利息等

786,246  一般会計からの繰入

 (3) 119  違約金

(1)+(2)+(3)+(4)=営業外収益

4,478 792,138  南部環境整備負担金等

1,896  企業債利息、他会計借入金利息等

(1)+(2)=営業外費用 営業外収益-営業外費用

3,475 5,371 786,767  南部排水処理施設維持管理費等

営業利益＋

(営業外収益-営業外費用）

　　　　　　　=経常利益

経 常 利 益 824,630 【△1.4％】

0 0

特別利益ｰ特別損失

0 0 0
経常利益＋
(特別利益ｰ特別損失)

=当年度純利益

当 年 度 純 利 益 824,630 【△1.4％】

前年度繰越欠損金 2,901,432

当年度未処理欠損金 2,076,802

（注1）　土地売却価格は、平成17年10月及び平成22年８月に実勢価格に合わせ引き下げた。

（注2）　他会計繰入金の内訳は、資産価値変動調整補てん制度による補てん785,857千円、児童手当給付分389千円である。

６  特　別　損　失

 (2) 雑 支 出

５  特　別　利　益

 (4) 雑 収 益

４  営  業  外  費  用

 (1) 支払利息及び企業債取扱諸費

３  営  業  外  収  益

 (1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金

 (2) 他 会 計 繰 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

 (1) 土 地 売 却 原 価

 (2) 一 般 管 理 費

 (3) 誘 致 活 動 費

１  営  業  収  益

 (1) 土 地 売 却 収 益

 (2) そ の 他 営 業 収 益

２  営  業  費  用

　　Ⅲ　令和６年度工業用地造成事業会計決算概要

【概　　況】

　令和６年度は、３団地で計４社に4.3haを分譲し、営業収益602,065千円に対し、営業費用は564,202千円であり、営業
利益は37,863千円となった。
　また、一般会計からの繰入金等（営業外収益）により、経常利益、純利益とも824,630千円となった。

(令和６年４月１日から令和７年３月31日まで)

科                      目 金                                               額 備　　　　　　　考
【】内は前年度比増減率
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２ 産業団地の利用状況 
令和７年３月末現在  

※件数：契約件数 

※面積は、「ha」で表示しているため、内訳と合計欄が一致しない場合がある 

 団地名  

項  目 

南部産業団地 

[上越市] 

東部産業団地 

[阿賀野市] 

中部産業団地 

[見附市] 
計 

開発面積 １１８．６ ha １２６．５ ha ８６．２ ha ３３１．３ ha 

分 

譲 

計 

画 

分譲面積 ９１．６ ha １００．８ ha ６８．４ ha ２６０．８ ha 

分譲開始 平成７年５月 平成14年１月 平成11年４月 - 

分譲単価 
12,300円／㎡ 

(40,590円／坪) 

 9,200円／㎡ 

 (30,360円／坪） 

16,800円／㎡ 

 (55,440円／坪) 

- 

- 

分 

 

譲 

 

状 

 

況 

 

令和５年度 

までの実績 

(分譲率） 

８２ 件 

７８．６ ha 

（８５．８ ％） 

４２ 件 

３６．３ ha 

（３６．０ ％） 

６５ 件 

６７．２ ha 

（９８．２ ％) 

１８９ 件 

 １８２．１ ha 

 (６９．８ ％) 

令和６年度 

の実績 

１ 件 

１．４ ha 

２ 件 

２．２ ha 

１ 件 

０．７ ha 

４ 件 

４．３ ha 

リース契約 

状  況 

[ うちR６ ] 

１ 件 

１．７ ha 

[ - ] 

２ 件 

４６．４ ha 

[ - ] 

１ 件 

０．５ ha 

[ - ] 

４ 件 

４８．５ ha 

[ - ] 

分譲予約状 

況(含ﾘｰｽ) 

１ 件 

９．０ ha 

- 

- 

- 

- 

１ 件 

９．０ ha 

合    計 

（利用率） 

８５ 件 

９０．７ ha 

(９９．０ ％） 

４６ 件 

８４．８ ha 

(８４．１ ％) 

６７ 件 

６８．４ ha 

(１００ ％） 

１９８ 件 

２４３．９ ha 

（９３．５ ％） 
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３　貸借対照表
(単位：千円)

備　　　　　　　　　考

(1)

イ 土 地 795,831  南部調整池

ロ 機械及び装置等 85,325  機械及び装置、器具及び備品

減価償却累計額 43,024 42,301

838,132

(2)

イ 完成土地年賦未収金 24,335 24,335  南部割賦分譲

固 定 資 産 合 計 862,467

(1) 6,417,600  用地費、造成工事費等

工業用地造成資産合計 6,417,600

(1) 611,429

(2) 785,857  資産価値変動調整補てん金等

流 動 資 産 合 計 1,397,286

資 産 合 計 8,677,353

（注）   完成土地を完売するまでに見込まれる損失（総額2,413,239千円）については、資産価値変動調整補てん制度に
　　　より一般会計から毎年一定の補てんを受けることで解消される。なお、令和７年度の補てん785,857千円について
　　　は、未収金に計上している。

現 金 預 金

未 収 金

有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

投資その 他の 資産

2  工業用地造成資産

完 成 土 地

3  流    動    資    産

(令和７年３月３１日)

科                      目 金                                               額

資  産  の  部

1  固  定  資  産
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備　　　　　　　　　考

(1) 317,383  １年以内の償還分を除く

(2)

イ　退職給付引当金 35,376
 今後の退職給与支給に備えるた
めの引当金

(3) 3,233  南部割賦分譲の未収利益

(4) 82,470
 環境整備負担金、契約保証金等
（１年以内の返還分を除く）

固 定 負 債 合 計 438,462

(1) 7,785,387  電気一時借入金

(2) 317,383  １年以内の償還分

(3) 15,744  団地管理業務委託費等

(4)

イ　賞 与 引 当 金 3,365

ロ　法定福利費引当金 663

流 動 負 債 合 計 8,122,542

(1) 1,782  工事違約金

594

繰 延 収 益 合 計 1,188

負 債 合 計 8,562,192

4,861
 減債積立金の自己資本金組み
入れ額

(1)

イ 国 庫 補 助 金 276,582  利子補給金（H11以前分）

ロ 一般会計補助金 1,910,520  南部造成費

資本剰余金合計 2,187,102

(2)

イ
当 年 度 未 処 理
欠 損 金

2,076,802

利益剰余金合計 △ 2,076,802

剰 余 金 合 計 110,300

資 本 合 計 115,161

負債・資本合計 8,677,353

7  資    本    金

8  剰    余    金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

 次年度支給賞与及び法定福利
費のうち当年度負担分を引当

6  繰  延  収  益

長 期 前 受 金

 長期前受金収益化累計額

資  本  の  部

5  流  動  負  債

一 時 借 入 金

企 業 債

未 払 金

引 当 金

4  固  定  負  債

企 業 債

引 当 金

繰 延 年 賦 売 却 益

そ の 他 固 定 負 債

科                      目 金                                               額

負  債  の  部
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